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1. はじめに

居住形態は世代間の援助関係を規定する最も基

本的な要因である。直系家族の伝統をもつわが国

においては、家事、育児、介護といった人的サー

ビスの多くは、同居の家族によって担われてきた。

また、同居には生活に関わる経済的コストを低減

するメリットがある。例えば、同居によって住居

や耐久財を共有することにより、家族は生活に関

わる経済的コストを低減することができる。また、

世帯人員が増えることにより、規模の経済が働く

ため、一人当たりの家計支出が軽減される。した

がって、親子同居自体が世代間援助関係の一形態

であるともいえる。

若者は親との同居により、様々なメリットを享

受している。例えば、同居による生活コストの低

減は、若者の可処分所得を相対的に上昇させる作

用をもつ。また、パラサイト・シングル論では、

炊事、掃除、洗濯といった家事労働を免除される

親同居未婚者は、一人暮らしの未婚者に比べて、

趣味や遊びに費やす時間をより多くもつことがで

きることが指摘されている（山田 1999）。さらに、

雇用の非正規化や若年失業率の上昇などにより、

若者の経済的地位の低下が危惧される中、セーフ

ティーネットとしての親同居の役割は、近年にお

いて重要性を増している（宮本 2002）。

現代日本において、未婚女性の親との居住状況

はどのように決定されているのであろうか、また

親との同居は未婚女性の経済状況やライフスタイ

ル、そして結婚行動とどのように関わるのであろ

うか。本章では『消費生活に関するパネル調査』

（以下、家計研パネル調査）の個票データを用い

て、１）家計研パネル調査における離家（若者が

親の家を出ること）の発生頻度およびその要因、

２）親との居住状況と未婚女性の生活実態（経済

状況・ライフスタイル・生活意識）、そして３）親

との居住状況と結婚行動との関わりについて考察

する。

2. 離家の傾向と要因

核家族制度が定着している欧米社会において

は、若者は特別な理由がない限り、成人すると親

元を離れて別世帯で暮らすのが一般的である

（Goldscheider and Goldscheider 1999）。一方、

そのような離家規範が存在せず、一人暮らしの経

済的なコストが大きいわが国においては、若者は

理由がない限り、親元で暮らすのが一般的となっ

ている。国立社会保障・人口問題研究所が2004年

に行った『第５回世帯動態調査』によると、わが

国における離家の理由は、進学、就職、そして結

婚に大別される１）。女性の離家経験者に限った値

でみると、1960年以降の出生コーホートでは、結

婚による離家がおよそ半数を占め、進学や就職・

転勤等による離家が４割弱を、そして残りを「そ

の他」の理由による離家が占めている。年齢でみ

ると、女性の離家の生起頻度は進学や就職が重な

る18歳前後において一度目のピークを迎え、その

後、結婚の生起頻度と合わせるように20歳代後半

にかけて上昇する傾向がある（Suzuki 2002）。
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家計研パネル調査では、24歳以上の女性をサン

プル対象としている。そのため、調査開始以降の

離家行動には、進学や就職によるものが含まれ

ず、ほぼ結婚によるものに限られることとなる。

離家が結婚とほぼ同義なのであれば、取り立てて

離家の傾向を把握する意義は薄い。しかし、幸い

なことに家計研パネル調査では、各調査コーホー

トの初回調査において、過去５回までの引越しに

関する履歴情報を得ている。そのため、これらの

情報を用いて、調査開始以前の離家行動について

把握することができる。本節では、これらの引越

し履歴情報を用いて、対象者が経験した「最初の

離家」に関する傾向および要因について考察して

みたい２）。

（1）データと離家の定義

分析には、家計研パネル調査のコーホートA、

コーホートB、そしてコーホートCの初回調査を用

いた。初回調査のデータのみを用いたのは、離家

に関する変数を作成する上で必要な引越しに関す

る履歴情報が初回調査においてのみ得られている

からである３）。各調査コーホートのサンプル数、

調査年、出生年、および調査時年齢を図表－１に

示した。

家計研パネルでは、はじめて親元を離れた時に

ついての質問項目が存在しない。そのため、本分

析では引越しに関する履歴情報より離家の有無、

理由、そして生起年に関する変数を作成した。同

調査において得ている引越しに関する履歴情報と

は、過去5回までの引越しの年月、理由、そして

前住地である。これらの情報から、進学、初めて

の就職、本人の転勤・転職、結婚、そして親から

の独立を理由として引越しが生起した場合を離家

と定義し、このうち最も早く生起した離家を分析

の対象とした４）。引越しの年および理由に１つで

も無回答による欠損値がある対象者は分析より除

外した。また、本章では大人への移行過程

（transition to adulthood）における離家を対象と

するため、15歳から結婚するまでの離家を分析の

対象とした。したがって、15歳未満で離家を経験

した対象者もサンプルより除外した。その結果、

全サンプル2,836人のうち、91.6％にあたる2,597人

が分析の対象となった。これらのサンプルについ

ての離家の傾向について以下に示す。

（2）離家の傾向

図表－２から明らかなように、最も年長のコー

ホートにおいては６割強が、それ以降のコーホー

トにおいても半数弱が、調査開始時点ですでに離

家を経験している。離家の経験割合は、概ね年長

のコーホートほど高い値を示している。しかし、

1960年代後半のコーホートでは1970年代前半のコー

ホートよりも離家の経験率が低い傾向がみられる。

1960年代後半以降のコーホートで比較すると、

未婚化・晩婚化の進展を反映して、結婚経験割合

は若いコーホートほど低下する傾向がある。しか

し、離家の経験割合にはそれほど顕著な差がみら

れない。このことは、1970年代以降のコーホート

では結婚前の離家の生起割合が増加していること

を示唆している。

また、各コーホートにおける離家経験割合がそ

れぞれ25％、50％、そして75％に達する時点の年

齢、および離家経験者の平均離家年齢を算出し

た。50％分位点の離家年齢で比較すると、1960年

代後半以降のコーホートより離家の遅れがみられ

るようである。なお、離家の平均年齢は近年のコ

ーホートほど低いが、これは若いコーホートでは

結婚経験割合が低いため、進学や就職などの若年

齢における離家の割合が多いためである。

次に、離家理由の分布を示したものが図表－３

である。女性の高学歴化を反映し、若いコーホー

トほど進学による離家の割合が高い傾向がある。

しかし、就職や転勤・転職による離家割合は、

1970年代コーホートにおいて低い。予備的な分析

によると、初職がパートや派遣である割合は、近

年のコーホートほど高いことから、仕事に関係し

た離家割合の低下は、近年における雇用の非正規

化を反映しているといえる。

結婚以外の理由による離家の割合は年長のコー

ホートから順に、20.5％、17.5％、25.4％、そして

26.5％となっている。したがって、1970年代コー

ホートより、結婚前の離家割合は増加する傾向に



ある。この傾向は、コーホートBより引越し理由

に「親から独立したため」が追加されたことによ

ってもたらされている可能性も無視できない。し

かし、前出の『第５回世帯動態調査』をみても、

1970年代出生コーホートより入学・進学、就職・

転勤、結婚以外の「その他」の理由による離家が

増加しており、「結婚まで親元に留まる」という

女性の離家パターンにわずかながら変化が生じて

きているのかもしれない。

調査時の年齢が高いこともあり、1960年代前半

のコーホートでは、結婚による離家の割合が高

い。それ以降のコーホートでは、未婚化を反映し

て結婚による離家の割合は低下する傾向にある。

しかし、依然として、すべてのコーホートにおい

て、結婚は女性にとって最も一般的な離家理由と

なっている。

最後に、離家経験なしの内訳をみてみる。「離

家未経験」は、未婚のまま離家を経験せずに調査

日を迎えたケースを意味している。一方、「結婚

や両親の死亡による打ち切り例」とは、離家を経

験する前に両親を亡くした場合や、離家を未経験

の対象者が結婚と同年に離家しなかった場合を指

す。両親の死亡による打ち切り例は、各コーホー

トに１名いるか否かであるため、打ち切り例はほ

ぼ結婚によって生起しているといえる。このこと

は1960年代前半のコーホートでは20％、それ以降

のコーホートでは10％程度の女性が、結婚後もす

ぐには離家をしなかったことを意味する。夫が妻
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図表--1 分析対象サンプルの概要 

n 調査年 出生年 調査時年齢 

コーホートA 

コーホートB 

コーホートC 

 

 

1500 

500 

836

1993年 

1997年 

2003年 

1959～69年 

1970～73年 

1974～79年 

24～34歳 

24～27歳 

24～29歳 

図表--2 出生コーホート別離家の経験率と離家経験年齢の分布 
n 

（人） 

調査時年齢 

（歳） 

結婚経験割合 

（%） 

離家経験割合 

（%） 25% 
 

50% 
 

75% 
 

平均 
 

離家経験年齢（歳）   

1959～64年生まれ 

1965～69年生まれ 

1970～74年生まれ 

1975～79年生まれ 

      合      計 

 

749 

702 

569 

577 

2597

29～34 

24～28 

24～29*1 

24～28

64.5  

44.9  

48.7  

42.1 

21 

22 

21 

21

25 

26 

26 

－ 

31 

－ 

－ 

－ 

 

22.74  

21.56  

21.03  

20.69 

86.0  

50.4  

46.0  

39.7 

*1: コーホートB（24～27歳）とコーホートCの一部（29歳）よりなる 

図表--3 出生コーホート別離家理由の分布 

1959～64年 1965～69年  1970～74年  1975～79年  

％ 
 

n 
 

％ 
 

n 
 

％ 
 

n 
 

％ 
 

n 
 離家経験あり　進学のため 

 　　　　　　初めての就職のため 

 　　　　　　転勤・転職のため 

 　　　　　　親から独立したため 

 　　　　　　結婚のため 

 　　　　　　　       小　計 

離家経験なし　離家未経験 

　　　　　　 結婚や両親の死亡 

　　　　　　 による打ち切り 

 　　　　　　　       小　計 

 　　　　　 合　　　計 

71 

62 

20 

－ 

330 

483 

108 

 
158

 

266 

749

50  

57  

16  

－   

192  

315  

302  

 
85 

 

387  

702 

7.1  

8.1  

2.3  

－   

27.4  

44.9  

43.0  

  
12.1

  

55.1  

100.0 

55 

38 

12 

39 

133 

277 

239 

  
53 

292 

569

9.7  

6.7  

2.1  

6.9  

23.4  

48.7  

42.0  

  
9.3

  

51.3  

100.0 

74 

31 

8 

40 

90 

243 

264 

  
70

 

334 

577

12.8  

5.4  

1.4  

6.9  

15.6  

42.1  

45.8  

  
12.1 

 

57.9  

100.0 

9.5 

8.3 

2.7 

－ 

44.1 

64.5 

14.4 

 
21.1

 

35.5 

100.0 

出生コーホート   



の実家で同居を始めるというケースもあるであろ

うが、既婚女性の20～30％（打ち切り例の割合/

結婚経験割合で算出した値）が結婚後も親元に留

まったという結果には疑問が残る。むしろ引越し

の履歴情報において、引越し年の記憶違いや引越

し理由の誤記入などが若干発生している可能性が

示唆される。また、同様に初婚年に誤記入が生じ

ていることも考えられる。この点については、今

回の離家統計の算出における課題であり、データ

の質に対する検討や離家のコーディングに対する

一層の工夫が求められる。

（3）離家の要因

どのような特質をもつ女性が、離家をしている

のであろうか。ここでは生存分析の一種であるカ

プラン－マイヤー法（Kaplan-Meier Method）を用

いて、離家の社会人口学的要因について検討する。

カプラン－マイヤー法では、離家による親子同

居の終了を「生存確率」（survival probability）

の概念を用いて表す。生存確率とは時点ｔ－1から

tまでにおいて、リスク人口においてイベントが生起

しなかった確率を意味しており、［pi = 1 －（ｔ－1

年からｔ年までのイベント生起数/ｔ－1年のリス

ク人口）］によって表される。したがって、ここ

ではｔ－1歳からt歳において、離家を経験する可

能性がある未婚女性が離家を経験しなかった確率

を求めることとなる。カプラン－マイヤー法にお

いては、各時点における生存確率をすべて掛け合

わせた累積生存確率（cumulative product of

survival probabilities） を求めることに

より、親子同居の継続率が年齢とともにどのよう

に低下していくのかを表すことができる。また、

この累積生存確率をグループごとに求めることに

より、離家による親子同居継続率の低下傾向が、

個人の属性によってどのように異なるのかを検討

することができる。

わが国における離家の要因については、先行研

究（Suzuki 2002; 福田 2003）に詳しいが、ここで

は本人の学歴、15歳時居住地の都市規模、きょう

だい数、父親の学歴、そして母親の就業年数を用

いることとする。なお、ログランク検定（Log-

rank test）ならびにウィルコクソン検定

（Wilcoxon test）の結果、すべての要因について

グループ間の生存関数（累積生存確率の推移）が

１％水準で統計的に有意に異なることが確認され

ている。

女性の学歴別の離家傾向をみると（図表－４参

照）、大学や専門・専修学校に進学経験のある女

性において、18～19歳時における離家が生起する

傾向がある。進学による離家が生起するためであ

る。しかし、同じ高等教育でも、短期大学に進ん

だ女性が進学時に離家をする確率は低い。一方、

20歳以降における離家は主に結婚によって生起し

ているものと思われる。高学歴女性の晩婚傾向

（Raymo 2003）を反映し、大学進学女性の同居継

続率は20歳代の前半においてほぼ横ばいに推移し

ている。20歳代の後半においてやや取戻しがある

ものの、大学進学女性の30歳代前半までの同居継

続率は他の学歴に比べて高い傾向がある。

離家は親世帯からの独立であると同時に地理的

な移動を伴う。そのため、離家の動機は居住地の

都市規模によって異なる（図表－５参照）。先行研

究で指摘されているように、地方に居住する女性

ほど親元を離れるのが早い。進学や就職によって

親元を離れるためである。また、20歳以降の離家

の推移をみると、大都市に比べて、その他の市や

町村では同居継続率の減少が急角度で進んでお

り、結婚による離家も地方の方が生起しやすいこ

とがうかがえる。

きょうだい数は、同居継続率に最も明確な影響

を与えている（図表－６）。きょうだい数が多いほ

ど、早期における離家が生起しやすい。特に、４

人以上きょうだいがいる女性の離家が早く、ひと

りっ子の女性の離家が遅い傾向が顕著にみられ

る。離家にはプライバシーや自由を求めての親の

家からの逃避という側面もあるため（Goldscheider

and Goldscheider 1999）、家庭内の人口圧力が女

性の離家の重要な規定要因となっていることが示

唆される。

さらに、親の社会経済的属性についてみてみよ

う。父親の学歴が高いほど、女性の離家が遅い傾

向がみられる（図表－７）。父親の学歴を出自家族
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図表--4 学歴別同居継続率 
100％ 

75％ 

50％ 

25％ 

0％ 
14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34

年齢（歳） 

親
子
同
居
継
続
率 高校以下 

専門・専修 
短大・高専 
大学以上 

図表--6 きょうだい数別同居継続率 
100％ 

75％ 

50％ 

25％ 

0％ 
14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34

年齢（歳） 

親
子
同
居
継
続
率 1人 

2人 
3人 
4人以上 

図表--7 父親の学歴別同居継続率 
100％ 

75％ 

50％ 

25％ 

0％ 
14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34

中学 
高校 
大学・大学院 

年齢（歳） 

親
子
同
居
継
続
率 

図表--8 母親の就業年数別同居継続率 
100％ 

75％ 

50％ 

25％ 

0％ 
14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34

なし 
0～10年 
10年以上 

年齢（歳） 

親
子
同
居
継
続
率 

図表--9 生活実態の分析サンプルの分布 
1967～69年生まれ 

パネル2（1994年）  

1970～72年生まれ 

パネル5（1997年）  

1976～78年生まれ 

パネル11（2003年）  

％ 
 

n 
 親と別居 

親と同居 

合　  計 

25歳 

26歳 

27歳 

合　  計 

15 

193 

208 

93 

71 

44 

208

7.2 

92.8 

100.0 

44.7 

34.1 

21.2 

100.0

％ 
 

n 
 37 

162 

199 

86 

67 

46 

199

18.6 

81.4 

100.0  

43.0 

33.7 

23.0 

100.0 

％ 
 

n 
 52 

200 

252 

89 

98 

65 

252

20.6 

79.4 

100.0  

35.3 

38.9 

25.8 

100.0 

図表--10 コーホート、親との居住状況別就業実態 
現在の就業状態 

（%） 

1967～69年生まれ 

パネル2 

親と別居 親と同居 

無職 

フルタイム雇用 

パートタイム雇用 

自営・家族従業 

合　　計 

 n

13.3 

73.3 

6.7 

6.7 

100.0 

15

8.3 

77.6 

10.9 

3.1 

100.0 

192

1970～72年生まれ 

パネル5 

親と別居 親と同居 

21.6 

56.8 

16.2 

5.4 

100.0 

37

11.1 

66.7 

21.0 

1.2 

100.0 

162

1976～78年生まれ 

パネル11 

親と別居 親と同居 

9.6 

65.4 

21.2 

3.9 

100.0 

52

11.0 

59.5 

27.0 

2.5 

100.0 

200

図表--5 15歳時居住地の都市規模別同居継続率 
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の階層を表す代理変数とすると、親元が豊かであ

るほど未婚女性の親との同居が長期化するといえ

る。一方、父親の学歴が高いことにより、女性の

学歴も高くなる傾向があるために、20歳代以降の

離家が遅いという影響も考えられる。また、母親

が10年以上働いている場合、専業主婦や就業年数

が10年未満の母親をもつ女性に比べて離家が早い

傾向がある（図表－８参照）。母親による家事付き

の「居心地の良い家」が女性の離家を遅らせてい

るのであろうか。また、母親の就業が家計の逼迫

によって生じているのであれば、父親の学歴と同

様に、出自家族の階層が高いほど離家が遅いとい

う解釈も可能である。

以上の知見を総合すると、親元に残る傾向があ

る未婚女性の特質は、大都市もしくはその近郊に

居住する高学歴女性で、出自家族の階層が高く、

きょうだいがいないひとりっ子で、おそらくは母

親の家事支援が期待できる「居心地の良い家」に

住む者といえるだろう。また、女性の離家が結婚

と密接な関わりがあることを考慮すると明らかな

ように、こうした属性は晩婚傾向にある女性の特

質ともほぼ一致している。

3. 親との居住状況と生活実態

前節では、家計研パネル調査における離家の傾

向および要因について考察した。本節では、未婚

女性の経済状況、ライフスタイル、そして生活意

識が親との居住状況によってどのように異なるの

かみていきたい。

分析には、家計研パネル調査のコーホートA、

B、Cのそれぞれパネル２（1994年）、パネル５

（1997年）、そしてパネル11（2003年）を用いてコ

ーホート比較を行う。なお、コーホートにより年

齢構成が異ならないように、各コーホートの25～

27歳のサンプルのみを分析の対象とした。

本節における分析対象を図表－９に示す。親と

同居している女性の割合は、若いコーホートほど

低下する傾向がある。これは若いコーホートほど

結婚前の離家割合が高いという第２節の結果とも

一致する。しかし、総務省統計局による『国勢調

査報告』をもとにした筆者の計算によると、25～

29歳の未婚女性が親と別居している割合は1995年

で26.7％、2000年で28.2％である。年次や対象年齢

が異なるために厳密な比較はできないものの、家

計研パネル調査では、特に年長のコーホートにおけ

る未婚単身者の捕捉率が低いことが示唆される５）。

（1）経済状況

はじめに未婚女性の就業状態についてみてみよ

う（図表－１0参照）。意外なことに、２つの年長コ

ーホートにおいて、別居女性の無職割合が同居女

性よりも高い傾向がみられる。1970～72年生まれ

のコーホートでは、まだ学生である女性が親別居

者の無職割合を押し上げているが、学生の割合

（8.1％）を除いても無職割合が高い傾向がある。

ただし、親別居のサンプル数が少ないために、サ

ンプル誤差の影響が大きいことによる可能性もあ

る。一方、1976～78年生まれのコーホートでは、

親と別居している女性の方が、フルタイムでの就

業割合が高く、経済的に自立している様子がみて

とれる。また、親との居住状況にかかわらず、近

年のコーホートほどパートタイム就業の割合が上

昇する傾向にあり、近年における雇用の非正規化

を反映した結果となっている。

次に、所得状況についてみてみよう（図表－11

参照）。親と別居する未婚女性の年収は、同居し

ている未婚女性よりも高い。また、親との居住状

況による年収の差は、近年のコーホートほど広が

る傾向にある。雇用の非正規化や失業率の上昇に

より、若者の経済的地位が低下している結果、離

家は経済的に恵まれた一部の若者によって選択さ

れる事象となりつつあるのであろう。しかし、親

と別居している女性は、親と同居している女性よ

りも親から金銭的な援助を受ける割合が高く、ま

た受け取る金額も大きい。ただし、その金額は年

額にして５万円前後（1967～69年コーホートでは

13万円程度）となっているので、それほど大きな

額ではない。また、親と同居している未婚女性も

ただ同居によるメリットを享受しているのではな

い。半数以上が、親の家への繰り入れを行ってお

り、その金額は月額にして２万円弱となってい
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る。しかし、この繰り入れ額は一人暮らしをする

場合の生活費に比べて著しく低いことは確かであ

り、同居による経済的なメリットは大きいといえ

よう。

総じて親と別居している未婚女性の方が、同居

の未婚女性よりも高い経済力を有しているようで

ある。ただし、家賃や生活費などを差し引いた可

処分所得で考えると、両者の経済状態は同程度

か、親同居の女性の方が高いということになるの

ではないか。また、別居女性の無職割合が高いこ

とから推察すると、年長のコーホートでは親から

の金銭的援助やその他の何らかの不労所得を得

図表--11 コーホート、親との居住状況別所得状況 
所得状況 1967～69年生まれ  

パネル2 

親と別居 親と同居 

昨年の年収（万円） 

親からの金銭的援助の有無（%） 

親からの金銭的援助年額（万円）*1 

親への繰り入れの有無（%） 

親への繰り入れ月額（万円）*1 

 n

285.9 

40.0 

13.2 

13.3 

0.4 

15

260.9 

18.1 

2.0 

51.1 

1.6 

193

1970～72年生まれ  

パネル5 

親と別居 親と同居 

273.2 

27.3 

4.9 

5.4 

0.2 

37

242.8 

19.6 

2.2 

50.6 

1.7 

158

1976～78年生まれ  

パネル11 

親と別居 親と同居 

301.8 

28.6 

5.5 

7.7 

0.2 

52

227.0 

16.3 

1.7 

58.6 

1.9 

198

*1: 金銭的援助や繰り入れがあった場合についての平均金額       
注: 各金額は各年の消費者物価指数で実質化して計算を行った。また、（平均値＋4×標準偏差）外の値は外れ値として 
      分析より除外した。nは外れ値が発生しなかった場合の最大値       
      

図表--12 コーホート、親との居住状況別生活時間（平均値） 
生活時間 

（時間） 

1967～69年生まれ  

パネル2 

親と別居 親と同居 

通勤・通学（平日） 

仕事（平日） 

勉学（休日） 

家事（休日） 

趣味・娯楽・交際など（休日） 

上記以外の睡眠、食事、入浴、 

身の回りの用事など（平日） 

 n

0.6 

7.9 

0.2 

2.5 

4.8 

  
12.3

 

15

0.9 

7.7 

0.1 

1.6 

7.4 

  
11.7

 

190

1970～72年生まれ  

パネル5 

親と別居 親と同居 

0.4 

6.8 

0.6 

2.0 

6.2 

  
11.5

 

36

0.8 

7.8 

0.4 

1.0 

8.5 

  
10.8

 

159

1976～78年生まれ  

パネル11 

親と別居 親と同居 

0.5 

7.9 

0.4 

1.7 

8.8 

  
10.2

 

50

0.7 

7.4 

0.5 

1.0 

8.2 

  
10.6 

190

注: 各項目の生活時間について、（平均値＋4×標準偏差）外の値は外れ値として分析より除外した 
       nは外れ値が発生しなかった場合の最大値 

図表--13 コーホート、親との居住状況別女性の友人数（平均値） 
女性の友人数 

（人） 

1967～69年生まれ  

パネル2 

親と別居 親と同居 

幼なじみや、学校時代にできた友人 

学校卒業後にできた友人 

　　仕事を通して 

　　趣味やボランティア活動などを通して 

　　友人を通して 

　　近所に住んでいることがきっかけで 

　　その他 

友人の数合計の平均 
n

11.9 

7.9 

6.1 

0.4 

0.9 

0.1 

0.0 

19.2 

14

8.3 

7.8 

4.8 

1.2 

0.8 

0.1 

0.0 

16.2 

192

1970～72年生まれ  

パネル5 

親と別居 親と同居 

7.3 

5.7 

3.8 

0.9 

0.7 

0.1 

0.1 

13.9 

37

8.0 

7.1 

4.9 

1.0 

0.8 

0.1 

0.0 

15.3 

161

1976～78年生まれ  

パネル11 

親と別居 親と同居 

9.9 

8.3 

5.1 

1.6 

1.3 

0.3 

0.1 

17.5 

52

8.2 

7.3 

4.4 

1.1 

1.0 

0.1 

0.0 

15.2 

197

注: 各項目の友人数について、（平均値＋4×標準偏差）外の値は外れ値として分析より除外した  
　   nは外れ値が発生しなかった場合の最大値 
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て、別居生活をしている女性もいるようである。

（2）ライフスタイル

未婚女性のライフスタイルは、親との居住状況

によってどのように異なるのであろうか。ここで

は生活時間ならびに社会的ネットワークのひとつ

である友人数に着目してみる。

１日の生活時間のうち、親との居住状況によっ

て最も明確な差がみられたのは、休日の家事時間

および趣味・娯楽・交際時間である。図表－12に

示したように、親と別居している未婚女性は、同

居の未婚女性よりも家事に費やす時間が長く、趣

味や娯楽に費やす時間が短い傾向がみられる。未

婚女性にとって、親との同居は趣味や娯楽のため

の時間をより多くもつ上でもメリットがあるとい

えよう。ただし、1976～78年生まれのコーホート

では、この傾向はみられず、親と別居の女性であ

っても積極的に余暇を過ごしている様子がうかが

える。このコーホートにおける親と別居の女性は

フルタイム雇用の割合が高く、年収も高いことか

ら、おそらくは高い経済力が背景にあるものと思

われる。

次に、未婚女性の現在つき合いのある友人の人

数について表したのが図表－13と図表－14である。

総じて親と別居する女性の方が、女性の友人・男

性の友人ともに多い傾向がみられる。家族との日

常的な接触が少ない分、ひとり暮らしの女性ほど友

人とのつき合いをなるべく多く維持しているのかも

しれない。また、平均値を比較すると、女性の友

人には、幼なじみや学校時代の友人が多いのに対

し、男性の友人には学校卒業後にできた友人が多

い傾向がある。性別を問わず、学校卒業後にでき

た友人の多くは「仕事を通して」得られた職場の

同僚が多いものと思われる。しかし、1976～78年

コーホートの親と別居の女性は、「趣味やボランテ

ィアを通して」や「友人を通して」得る男女の友

人数が、わずかではあるが増加しており、積極的

にネットワークを拡大している様子がみてとれる。

（3）生活意識

最後に、未婚女性の生活程度ならびに生活満足

度についてみてみよう。図表－15は、未婚女性の

生活程度の分布を表している。生活程度とは、

「世間一般からみた現在の生活程度」について５

段階で回答を得た主観的な生活水準の指標である。

世間一般からみた生活程度については、「中」

と回答する割合がもっとも一般的である。しかし、

親と別居している未婚女性は、同居の未婚女性と

比べて「中」の回答割合が低く、「中の下」と回

答する割合が高い。その結果、生活程度を５段階

の指数とした場合の平均点で比較すると、親別居

の女性は同居の女性よりも生活程度が低いと感じ

ていることが明らかである。実際の所得水準は親

別居の女性の方が高いにもかかわらず、主観的な

生活水準は親同居女性の方が高いと感じているこ

とは興味深い。親別居女性が自らの所得で達成し

ている生活の程度を回答しているのに対し、おそ

らく親同居女性の生活程度は同居する親の生活水

準によって影響されているのであろう。家計研パ

ネル調査においては、親の社会階層が高い女性ほ

ど親との同居確率が高いことは第２節において触

れた。親との同居による高い可処分所得に加え

て、豊かな親の家に依存できることが同居女性の

主観的な生活水準を高めているものと思われる。

次に、生活全般についての満足度を尋ねた指標

である生活満足度について表したのが、図表－16

である。生活満足度については、「どちらかとい

えば満足」の回答割合が各コーホートおよび居住

形態において最も高い。しかし、親と別居の未婚

女性は「不満」および「どちらかといえば不満」

の回答割合が高く、平均的に親と同居する未婚女

性よりも生活満足度が低い傾向がみられる。これ

は先にみた生活程度にほぼ比例する結果となって

おり、親同居の女性が親元での高い生活水準を背

景に、充足した独身生活を送っていることが示唆

される。

4. 親との居住状況と結婚行動

本節では、これまでみてきた親との居住状況

によって、結婚意向や初婚の発生確率がどのよ

うに異なるのかを検証する。はじめに結婚意向



の分析を行う。データには、前節と同じコーホ

ートA、B、Cの25～27歳の未婚女性を用いて、

それぞれパネル2（1994年）、パネル5（1997年）、

そしてパネル11（2003年）におけるコーホート

比較を行った。

（1）結婚意向

親との居住状況別の結婚意向をコーホートごと

にみたものが図表－17である。親との居住状況に

よる差異は、1967～69年生まれのコーホートにお

いて顕著であるが、これは同コーホートの親別居
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図表--14 コーホート、親との居住状況別男性の友人数（平均値） 
男性の友人数 

（人） 

1967～69年生まれ  

パネル2 

親と別居 親と同居 

幼なじみや、学校時代にできた友人 

学校卒業後にできた友人 

　　仕事を通して 

　　趣味やボランティア活動などを通して 

　　友人を通して 

　　近所に住んでいることがきっかけで 

　　その他 

友人の数合計の平均 
n

2.4 

3.9 

3.0 

0.1 

0.4 

0.1 

0.1 

8.2 

14

1.8 

2.7 

1.9 

0.3 

0.8 

0.0 

0.0 

4.9 

192

1970～72年生まれ  

パネル5 

親と別居 親と同居 

2.6 

2.1 

1.0 

0.4 

0.7 

0.0 

0.0 

4.9 

37

2.2 

2.6 

1.7 

0.4 

0.8 

0.0 

0.0 

5.1 

161

1976～78年生まれ  

パネル11 

親と別居 親と同居 

3.5 

3.7 

2.4 

0.9 

1.6 

0.1 

0.0 

8.2 

52

2.2 

2.5 

1.5 

0.6 

0.8 

0.0 

0.0 

5.5 

197

注: 各項目の友人数について、（平均値＋4×標準偏差）外の値は外れ値として分析より除外した  
　   nは外れ値が発生しなかった場合の最大値 

図表--15 コーホート、親との居住状況別生活程度 
生活程度 

（%） 

1967～69年生まれ  

パネル2  

親と別居 親と同居 

上（5点） 

中の上（4点） 

中（3点） 

中の下（2点） 

下（1点） 

合計 

平均点 

 n

0.0 

13.3 

40.0 

40.0 

6.7 

100.0 

2.60 

15 

1.6 

13.5 

69.4 

13.5 

2.1 

100.0 

2.99 

193

1970～72年生まれ  

パネル5  

親と別居 親と同居 

2.7 

10.8 

40.5 

40.5 

5.4 

100.0 

2.65 

37

0.6 

23.6 

57.8 

14.9 

3.1 

100.0 

3.04 

161

1976～78年生まれ  

パネル11  

親と別居 親と同居 

0.0 

19.2 

46.2 

25.0 

9.6 

100.0 

2.75 

52

3.0 

13.5 

59.5 

19.5 

4.5 

100.0 

2.91 

200

 

図表--16 コーホート、親との居住状況別生活満足度 
生活満足度 

（%） 

1967～69年生まれ  
パネル2  

親と別居 親と同居 

満足（5点） 

どちらかといえば 

満足（4点） 

どちらともいえない（3点） 

どちらかといえば 

不満（2点） 

不満（1点） 

合計 

平均点 

 n

1970～72年生まれ  
パネル5  

親と別居 親と同居 

1976～78年生まれ  
パネル11  

親と別居 親と同居 

13.3 

 
33.3 

20.0 

 
20.0 

13.3 

100.0 

3.13 

15 

10.9 

 
42.5 

31.6 

 
11.9 

3.1 

100.0 

3.46 

193 

13.5 

 
48.7 

18.9 

 
10.8 

8.1 

100.0 

3.49 

37 

11.1 

 
43.2 

32.1 

 
8.6 

4.9 

100.0 

3.47 

162 

0.0 

 
46.2

 

36.5 

 
11.5 

5.8 

100.0 

3.23 

52 

13.0 

  
42.0 

31.5 

  
11.5 

2.0 

100.0 

3.53 

200 

図表--17 コーホート、親との居住状況別結婚意向 
結婚意向 1967～69年生まれ  

パネル2 

親と別居 親と同居 

まもなく結婚する 

すぐにでもしたい 

今はしたくないがいずれはしたい 

必ずしもしなくてよい 

したくない 

合計 

希望結婚年齢の平均*1 

ｎ 

0.0 

35.7 

35.7 

21.4 

7.1 

100.0 

29.7 

14

17.6 

12.4 

59.6 

9.8 

0.5 

100.0 

29.1 

193

1970～72年生まれ  

パネル5 

親と別居 親と同居 

13.5 

13.5 

64.9 

8.1 

0.0 

100.0 

29.4 

37

9.3 

13.0 

67.3 

9.9 

0.6 

100.0 

29.9 

162

1976～78年生まれ  

パネル11 

親と別居 親と同居 

0.0 

13.5 

63.5 

19.2 

3.9 

100.0 

30.5 

52

6.0 

13.0 

66.0 

12.5 

2.5 

100.0 

30.3 

200

*1: 希望結婚年齢が41歳以上の場合は計算より除外した 



サンプルが少ないことにもよるものと思われる。

ほとんどの未婚女性が結婚について、「今はした

くないがいずれはしたい」と回答している。「今

はしたくないがいずれしたい」とする延期型の結

婚意向は1970～72年生まれにおいて増加してい

る。さらに、1976～78年コーホートにおいてはこ

れに加え、結婚を「必ずしもしなくて良い」とす

る、いわば弱い非婚意向をもつ女性の割合が増加

している。こうした傾向は特に親と別居している

女性において多くみられている。未婚化の進展と

ともに、晩婚から非婚へと女性の意識は変化しつ

つあるのかもしれない。また、結婚を「すぐにで

も」、もしくは「いずれは」したいと回答した対

象者に尋ねた希望結婚年齢をみても、一番若いコ

ーホートではその平均値が30歳を超えている。30

歳以上での結婚を望む割合は、年長のコーホート

より54.7％、64.2％、74.0％となっており、その割

合が増加している６）。

結婚を「すぐにでも」、もしくは「いずれは」

したいと回答した対象者に尋ねた未婚理由（最大

３つまでの複数回答）を示したのが、図表－18で

ある。表では、各未婚理由が選択された割合を示

している。いずれのコーホートでも「まだ結婚し

たい人に出会っていない」が最も選択された割合

が高く、最大の理由の１つとなっている。しか

し、この回答割合は親同居女性において別居女性

よりも高い傾向がある。一方、親と別居する女性

は、恋人はいるがまだ結婚まで踏み切れないと回

答する割合が比較的高い。異性との出会いに関し

ては、親と同居する女性のほうが消極的な傾向が

あるのかもしれない。

（2）結婚行動

次に、前項で用いたサンプルをその後2年間追

跡して、現実の結婚行動がどのように推移したの

かを分析した。分析には、前出のカプラン－マイ

ヤー法を用いて、コーホート別ならびに親との居

住状況別に25～29歳における初婚の累積生存確率

を推定した７）。なお、サンプル数が少なく、統計

的推定には耐えられないため、親との居住状況別

の分析には、コーホート別ではなく、各コーホー

トのサンプルを結合させたデータを用いた８）。以

上の分析に用いた延べ人年（person-age）を図表－
19に示す。

図表－20によると、近年のコーホートほど未婚

化が進んでいることが明らかである。25～27歳ま

で未婚であった女性という条件付きであるが、29

歳までにおける未婚継続率は年長のコーホートか

ら順に、48％、60％、70％と推定されている。出

生年が５年遅くなるごとに、未婚継続率が10％ず

つ上がる計算となる。ログランク検定およびウィ

ルコクソン検定を行った結果、コーホートによる

初婚の生存関数は１％水準で統計的に有意に異な

る。晩婚から非婚へと変化しつつある女性の意識

が、現実の結婚行動に表れた結果となっている。

一方、図表－21によると、親と別居している女

性は同居の女性に比べて結婚が遅い傾向がみられ

る。しかし、ログランク検定およびウィルコクソ

ン検定を行った結果、両者の初婚の生存関数には

統計的に有意な差が検出されなかった９）。また、

29歳時における未婚継続率には、同別居による差

もみられない。したがって、パラサイト・シング

ル論（山田 1999）では、親元における高い生活

水準が女性の晩婚化を促していると指摘された

が、今回の分析ではそのような結果はみられない

か、むしろ逆の結果が示唆された。

5. まとめ

本章では、未婚女性の親との居住状況に着目

し、その生活実態ならびに結婚行動における違い

について考察した。また、これらの分析に先立

ち、家計研パネル調査において、親との別居がど

の程度発生し、またどのような社会人口学的要因

によって生じているのかを明らかにした。

分析の結果、親元に長く残る傾向がある女性は、

大都市もしくはその近郊に居住する高学歴女性

で、出自家族の階層が高く、きょうだいがいない

ひとりっ子で、おそらくは母親の家事支援が期待

できる「居心地の良い家」に住む者であることが

明らかとなった。また、親との同居により未婚女

性は、高い生活水準を享受し、趣味や娯楽により

季刊家計経済研究　2006 AUTUMN No.72

40



多くの時間を費やすなど、様々な経済的・非経済

的な恩恵を受けていることが確認された。しかし、

近年では親と別居する女性の経済力が高いことも

あり、こうした親同居によるメリットは低減しつ

つあるようだ。また、25～29歳までの結婚を対象

とした今回の分析においては、親との同居によっ

て結婚が遅くなるという関係は見出されなかった。

むしろ、結婚に関しては、若い世代における未婚

化の進行が深刻であり、晩婚から非婚へという意

識の変化が、現実の結婚行動にも表れている。

未婚女性の離家・ライフスタイル・結婚
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図表--18 コーホート、親との居住状況別未婚理由（複数回答） 
未婚理由 

（%） 

1967～69年生まれ  

パネル2 

親と別居 親と同居 

 
 

30.0 

 

10.0 

 

30.0 

 
30.0 

40.0 
 

50.0 

 

10.0 
 

0.0 

2.00 

10

 

8.6 

 

0.0 

 

34.5 
 

29.5 

59.0 
 

28.8 

 

3.6 
 

4.3 

1.68 

139

 

6.9 

 

0.0 

 

20.7 
 
 

44.8 

44.8 
 

24.1 

 

6.9 
 

3.4 

1.52 

29

 

11.5 

 

3.8 

 

30.0 
 

40.8 

54.6 
 

25.4 

 

5.4 
 

6.2 

1.78 

130

 

15.4 

 

5.1 

 

28.2 
 

25.6 

51.3 
 

38.5 

 

5.1 
 

2.6 

1.72 

39

 

7.6 

 

3.8 

 

21.5 
 

23.4 

62.0 
 

23.4 

 

5.7 
 

5.7 

1.53 

158

1970～72年生まれ  

パネル5 

親と別居 親と同居 

1976～78年生まれ  

パネル11 

親と別居 親と同居 

仕事がおもしろくて、まだ結婚にまで 

目が向かない 

勉強がおもしろくて、まだ結婚にまで 

目が向かない 

現在の生活に満足しているので、ま 

だ結婚にまで目が向かない 

結婚前にやっておきたいことがある 

まだ結婚したい人に出会っていない 

恋人とつきあっているが、まだ結婚に 

踏み切るところまでいかない 

親の期待する結婚相手を見つける 

のが難しいから 

その他 

平均選択数（最大3つ） 

n

図表--19 初婚のカプラン－マイヤー分析を用いたPerson-Age数の分布 

（人年） 

1967～69年生まれ  

パネル2→4 

親と別居 親と同居 

 7 

7 

8 

6 

28 

15

81 

133 

84 

29 

327 

186

65 

103 

71 

18 

257 

142

16 

25 

24 

10 

75 

42

60 

124 

102 

34 

320 

171

37 

53 

47 

21 

158 

89

206 

360 

257 

81 

904 

499

14 

21 

15 

5 

55 

32

1970～72年生まれ  

パネル5→7  

親と別居 親と同居 

1976～78年生まれ  

パネル11→13  計  

親と別居 親と同居 親と別居 親と同居 

25→26歳 

26→27歳 

27→28歳 

28→29歳 

person-age合計 

サンプル数（人） 

図表--20 コーホート別未婚継続率 
100％ 

75％ 

50％ 

25％ 

0％ 
25 27 29

1976～78年生まれ 
1970～72年生まれ 
1967～69年生まれ 

年齢（歳） 

未
婚
継
続
率 

図表--21 親との居住状況別未婚継続率 
100％ 

75％ 

50％ 

25％ 

0％ 
25 27 29

親と別居 
親と同居 

年齢（歳） 

未
婚
継
続
率 



注
1）離家が複数回に及ぶ場合は、最初の離家について、そ

の理由を尋ねている。
2）他に「消費生活に関するパネル調査」を用いた離家の

研究に永井（2001）がある。
3）パネル２からパネル４においても、過去3回までの引越

し履歴の情報が得られるが、いずれも前回調査からの
１年間において生起した引越しのみを対象としている。

4）「親から独立したため」という引越し理由の選択肢は、
コーホートBおよびCのみにおいて尋ねられている。

5）コーホートAでは無配偶単身者の割合が著しく低かった
ことから、コーホートBおよびコーホートCでは一定割
合の無配偶単身者を確保するようにサンプル抽出方法
が調整されている。

6）各コーホートにおいて回答対象者の半数が30歳での結
婚を希望している。

7）各サンプルは結婚するか、調査から脱落するか、ある
いは未婚のまま２年間経過するまで追跡し、初婚のリ
スクがある者のみを分析に含めた。また、家計研パネ
ル調査では結婚予定者ほど翌年の調査に脱落する確率
が高いことが知られている（坂本 2006）。カプラン－
マイヤー法では、脱落が結婚に対して無作為に生起し
ている場合には偏りのない推定を行うことができるが、
これが仮定できない場合には推定に偏りが生じること
となる。そこで分析では、結婚意向において「まもな
く結婚する」と回答して、翌年の調査に脱落したサン
プルは結婚したものとして扱った。このようなサンプ
ルは13ケースあった。

8）親との居住状況は、本来は時間とともに値が変化する
変数であるが、ここでは観察開始時（パネル２、５もし
くは11）における値を用いた。

9）ログランク検定およびウィルコクソン検定において
10％水準で非有意。
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